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急性期病棟における車いす使用の問題点

～　車いす上の身体拘束と褥瘡　～
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Wheelchair Seating in an Acute Ward of a Hospital

Masahiro OIKAWA*, 　Hideyuki HIROSE**

Abstract
　The purpose of this study is to survey the prevalence of occurrence of physical restraints and pressure 
ulcers in wheelchair patients in an acute ward of a hospital. The subjects were 21 patients (average 87 
years old) sitting in it over 30 minutes who had a risk of falling from their wheelchair. The results show that 
there were sixteen patients with physical restraints and fi ve with pressure ulcer sitting in it for average of 2 
hours. The pressure ulcer was related to inappropriate wheelchair cushions and reclining wheelchair. The 
physical restraints were not related to sliding index in their wheelchair. An acute ward needs to consider the 
wheelchair seating arrangement for their patients.
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1．はじめに 
　寝たきり老人ゼロ作戦の推進などにより、日中の
ベッド上「寝かせきり」は激減したが、車いす上での
「座らせきり」が多く見かけられ問題視されている。
自分で姿勢調整できない人が、車いす上ですべり落ち
てくると、転落防止を理由にベルトや滑り止めシート
などで身体拘束が行われている。
　社会福祉法人東北福祉会認知症介護研究・研修仙
台センターの平成17年度の報告によれば、高齢者施
設での（車）いす上での身体拘束4692件のうちすべ
り落ち防止のための身体拘束は3288件（70.0％）
であり、すべり落ちによる「Ｙ字型拘束帯」2005件
(61.9%)が「腰ベルト」994件(26.5%)や「車いすテー
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ブル」289件(8.8%)より多い結果となっている[1]。こ
れに対して、日本の中での身体拘束に関する一般的な
文献は、精神科、長期療養型病棟、老人保健施設等の
慢性期患者を対象とした調査や対応策の報告[2-4]があ
るが急性期病棟からの報告はない。
　佼成病院の急性期病棟はDPC（D i a g n o s i s 
Procedure Combination、診断群分類包括評価）を採
用した二次救急指定を受けており、平均在院日数14日
以内で一般的な急性期の病院である。高齢化により平
均在院日数を越える場合もあるが、早期離床を目標に
不安定期を脱した時点で車いす座位をとらせている。
　しかし、車いすからの転落は起きていないものの、
身体拘束の実施や褥瘡発生など長時間の座位における
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問題が発生していた。そこで、看護部門およびリハビ
リテーション部門が共同で急性期人院患者の車いす上
での問題を把握する目的で調査を行なった。特にすべ
り落ちが身体拘束につながるという介護施設での結果
もあり、同時にズレ度JSSC版[5]というすべり落ちを評
価する簡易な方法が開発されたので、それを調査項目
に加えた。

２．対象と方法 
２．１．対象（図１）
　まず、急性期病棟の患者の中で、車いす座位30分以
上を取っている患者を選択した。米国・創傷・オスト
ミー・失禁ケア専門ナース協会では15分おきの車いす
上での体位交換を示しており[6]、その2倍以上を基準
とした。その結果、内科2病棟・脳神経外科1病棟・整
形外科1病棟、合計4病棟が上記条件を満たした車いす
使用者が多かった。
　次に、4病棟に勤務している看護・介護職79名（看
護職71名、介護職8名、経験年数1年～30年、以下記
入者とする）に、自分が勤務している病棟で、車いす
座位30分以上をとっている患者に対して、車いす上で
すべり落ちているか調査した。内容は、すべり落ちて
いると判断した患者に対して、その患者名を記載し、
そのすべり落ちの度合いを大・中・小と段階付けし
た。なお、担当理学療法士は判断から外れた4病棟患
者に対して、すべり落ちなど座位の問題がないことを
確認した。

２．２．調査・測定項目
　対象者に対しては、年齢、性別、連続座位時間、
Hoffer座位能力分類（JSSC版）[7]、障害老人の日常

生活自立度（生活自立：ランクJ、準寝たきり：ラン
クA、寝たきり（車いす生活）：ランクB、寝たきり
（ベッド上生活：ランクC）、認知症老人の日常生活
自立度（自立：ランクⅠ、多少の困難：ランクⅡ、困
難で介護必要：ランクⅢ、常に困難で介護が必要）、
関節拘縮の有無を、車いすについては、クッションの
有無、車いすの種類、褥瘡の有無を、すべり落ちにつ
いては、記入者集計とズレ度計測、また身体拘束の有
無を調査測定した。
　すべり落ちの解析はまず、各段階を数値化（大, 30
点；中, 20点；小, 10点）し、患者ごとに集計した。
集計した値は参加した病棟の記入者数に影響するの
で、看護・介護者数で割った値とした（得点÷参加し
た病棟記入者数）。
　すべり落ちは、車いすから身体が徐々に落ちて膝が
前方に出ていく状態となる。それを数値的に表現し、
信頼性が確認されているズレ度JSSC版を用いた。本
手法は、右側の膝蓋骨下縁からシート前縁までを測定
する。測定は、車いす座位開始時（①開始ズレ）、15
分後（②終了ズレ）の2回行った。②－①を「ズレ」
とし、身体寸法に影響するため上肢長（肩峰～3 指
先端までの距離）の比（ズレ÷上肢長）をズレ度とし
た。計測に関しては、本計測に熟達した理学療法士が
一人で実施した。
　座位能力は、信頼性が確認されたHoffer座位能力分
類（JSSC版）使用し、座位能力1:手の支持なしで座位
可能、座位能力2：手の支持で座位可能,座位能力3：
座位不可を使用した。
２．３．倫理およびデータ処理
　今回の調査時点では、佼成病院の車いす上座位環境
向上を目ざして、業務改善の一環として、全病院的な
事業として実施されたので、平成14年疫学研究の倫理
指針により指定の対象外となる。しかし、評価の際に
は患者はもちろん記入者に口頭で説明し同意を得て実
施した。得られたデータについては個人に関する情報
が特定されないように配慮した。
　統計処理はSPSS Statistics Ver17.0で行った。

３．結果 
３．１．対象者および一般情報（表1）
　記入者が記載した患者の合計は21名であり、内訳
は、男性4名、女性17名で平均年齢は87.24歳（65～
105歳）、主な疾患は脳血管疾患6名、大腿骨骨折5
名、肺炎4名、貧血1名、脱水2名、その他3名であっ
た。
　座位能力分類は1が6名（30 . 4％）、2が9名

図１　対象者の選択方法
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（39.2％）、3が6名（30.4％）であった。対象者の
連続座位時間は2.14時間（最短1 時間、最長2.5 時
間）であり、車いす座位をとっている場所は、看護師
勤務室であった。
　使用している車いすは、標準型が19名、リクライ
ニング型が2名、車いすクッション（厚さ3cmのウレ
タンおよびビーズクッション）の使用は5名のみで、
褥瘡は5名に発生し、すべてが尾骨部であった。車い
す上での拘束は、16名（ベルト14名、テーブル2名）
で、拘束理由は、立ち上がり防止とずり落ち防止で
あった。
　障害老人の日常生活自立度は、B2が8名、C1が5
名、C2が8名、認知症老人の日常生活自立度は、Ⅱが
7名、Ⅲが14名であった。
３．２．調査結果（表1）
　79名の調査結果から、すべり落ちていると感じてい
る最大得点は320点、最小得点は20点（平均150点）
となった。記名された人数は、最大で20名、最小で
1名（平均9.2名）であった。すべり落ち点数は最大
17.7点、最小１点（平均7.6）であった。すべり落ち
ていると感じている得点が250点を超えている全ての
患者で、その病棟の記入者の75％以上が名前を記載し
ていた。
　すべり落ちていると感じている得点の最大320点は
円背の患者であった。また、記入者の87％（20/23
名）が小さくズレていると記載があったものも円背の
患者であった。 
３．３．ズレおよびズレ度 
　車いす座位開始時（①開始ズレ）は、平均で
15.6cm（最短11cm、最長23cm）であり、座位開始

当初からズレが多かったのは、自分で動いたり、立っ
たりなど不穏を持つもの23cm、両下肢切断20cmと車
いす上でずり落ちている状態であった。15分後（②
終了ズレ）では、平均で17.5cm（最短12cm、最長
28cm）であった。
②－①の「ズレ」実測値は、平均で1.8cm（最短
0cm、最長4cm）であった。ズレ度では平均で0.03
（最大0.07）であった。
　ズレ最長値4cmは不穏がある患者であった。 
３．４．一般情報、すべり落ち点数およびズレ度の総
合的な解析（表2）
　抑制の有無とすべりがあるとした人数・総合得点・
平均得点で相関がみられた。看護・介護職が車いす上
で時間とともに“すべり落ちている”と主観的に感じた
患者に対して抑制を行っている傾向がみられたが、実
際の車いす上のズレ度の測定結果と身体拘束との相関
が低かった。
　座位能力分類と障害老人の日常生活自立度および、
座位時間で相関がみられた。認知症老人の日常生活自
立度と座位時間で相関がみられた。認知障害がみられ
る患者で日中寝かさないために長時間車いす座位をと
る傾向がみられた。
　褥瘡の有無と車いすの種類は関連があり、普通型車
いすに比べリクライニング型車いすの使用者に褥瘡が
多く発生しており、特にクッションの有無で相関がみ
られ、一般的に言われている褥瘡予防とは異なる結果
が得られた。なお、褥瘡は院内で全て発生していた。

4．考察 
　本論文の限界として、意識レベルや体調の変化が激

表１　全病棟での一般情報および主観的ズレ度点数/ズレ度の測定値 N=21
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表２　相関係数
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しく、そして入院期間が短い急性期患者の測定は1回
が限度であるため、信頼性は今後の課題である。
　判断基準として感覚尺度の数値化を行っており、現
時点では本データの信頼性は今後の課題である。ま
た、一病院の調査であるので多施設での大規模調査も
必要である。
　平成18年度より介護保険施設における身体拘束廃
止未実施減算制度が導入され、急性期病院では、身体
拘束は医師の指示・評価・拘束解除に向けた計画が必
要となっている。当院では身体拘束に対して、医療安
全委員会、車いす座位による褥瘡対策には褥瘡対策委
員会が対応していが、急性期病棟での身体拘束の判断
基準は確立されておらず、現場の医師の判断で行なう
のが原則である。しかし、実質的には看護師の助言に
頼って行われている。よって本調査は、看護師を中心
としたアンケート調査により急性期病棟での身体拘束
の現状を表現したものである。
　しかし、急性期病棟であっても、高齢化社会により
対象者の平均年齢が87.24歳（65～105歳）であり、
現疾患の治療後、二次的合併症を予防する目的で車い
す座位を含め早期からのリハビリテーションの対応が
必要となる。
　一方、急性期病棟では身体拘束への配慮がもとめら
れているにも関わらず、車いすを使用されている患者
の76％が行なっていた。身体拘束は転倒や医療機器の
装着等の外しの防止のために実施される。しかし、拘
束が安全性に無効で,死亡事故になっているという報
告[8]や精神的な影響を及ぼす報告[9]もある。医療が優
先される急性期でも無視できないであろう。今後医師
への調査や高齢者看護や介護の教育などが必要となる
であろう。
　今回、１回の測定ではあるが円背などに影響する開
始と終了ズレ、そして見た目での差となるズレ、そし
てズレの速度となるズレ度という具体的な数値を測定
した。開始と終了ズレは車いすの適合に関係し、同時
に車いすへの移乗の仕方も関係する。特にズレ度がゼ
ロであるにも関わらず身体拘束されている患者が3名
いた。すべての病棟において、シーティングの対応さ
れていない現状で、身体拘束は車いすからの転落を予
防する一つの手段であるが、それを適切に評価する手
段としてズレ度という指標を検討すべきである。
　次に、褥瘡発生が普通型よりリクライニング型車い
すに多く発生し、また、クッションがあるにも関わら
ず褥瘡の発生が多かった。尾骨部の褥瘡は車いす上で
あるという報告があり[10]、車いすが褥瘡発生の原因と
考えられる。

　褥瘡発生は皮膚への荷重と負荷時間、そして身体等
内的要因が関わる。まず、今回使っているクッション
は5cm以下であり、褥瘡予防を意図したクッションが
使用されていないことがあげられる。日本褥瘡学会か
らのガイドライン[11]は、褥瘡のリスクがある場合は、
厚さ5cm以上のクッションの使用を推奨している。褥
瘡予防を意図した適切なクッションを使用すべきであ
る。
　次に、標準型車いすでは容易に車いすからのすべり
落ちが起こると言われ[12]、特に円背の方が多く、ズレ
度から明らかに尾骨部でのせん断の力がかかると推測
される。さらに、リクライニング車いすでは、食事な
どでリクライニングを起こし、また寝かせる操作は臀
部へのせん断の力を増加させる原因ともなる[13]。
　時間としてはGebhardt[14]らは高齢者病棟での2時間
の座位は褥瘡発生を引き起こすと述べており、同様に
日本褥瘡学会のガイドラインでは連続時間の制限も推
奨している[10]。
　また、リクライニング型車いす使用者は、座位能
力・障害自立度・認知症自立度が重度であり、また急
性期の患者であるという身体的要因が関係すると思わ
れる。
　最後に早期離床が叫ばれているなかで、適切な車い
すやクッションの適合、つまり適切なシーティングが
実施されていないことは早期離床したとしても2次障
害を引き起こす可能性をもつ。

5．結論
　急性期病棟でも高齢者がおり、治療後の二次障害を
予防するための早期離床が必要になるが、不適切な車
いす乗車は、褥瘡発生や身体拘束を招くことがわかっ
た。
　いままで身体拘束は慢性期や高齢者施設の入居者へ
の対応への報告がほとんどであった。高齢化が進んで
いる急性期病棟でも車いす上への座位を獲得する場
合、患者のリスクの高さから車いすシーティングを含
むリハビリテーションの対応が必要である。
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